
１　総括

 (1) 人件費の状況（普通会計決算）

（2）職員給与費の状況（普通会計決算）

（注）１　職員手当には退職手当を含まない。
      ２　職員数は、２４年４月１日現在の人数である。

（3）特記事項

　（給与減額の状況）

（4）ラスパイレス指数の状況

（注）１ ラスパイレス指数とは、全地方公共団体の一般行政職の給料月額を同一の基準で比較するため、国の職員数
（構成）を用いて、学歴や経験年数の差による影響を補正し、国の行政職俸給表（一）適用職員の俸給月額を

 　　　１００として計算した指数。
　　　２　類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したものである。
　　　３「参考値」は、国家公務員の時限的な（２年間）給与改定・臨時特例法による給与削減措置が無いとした場合

の値である。
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既に給与水準抑制済

減額実施期間又は減額を実施していない場合はその理由

抑制済又は減額措置の内容
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２　職員の平均給与月額、初任給等の状況

 (1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（２５年４月１日現在）

　　　　①一般行政職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

（注）１　「平均給料月額」とは、平成２５年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の
　　　　平均である。
      ２　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間　　　　　 
　　　　外勤務手当などのすべての諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査にお
　　　　いて明らかにされているものである。　

　　　　　また、「平均給与月額（国比較ベース）」は、比較のため、国家公務員と同じベース　　　

　　　　（＝時間外勤務手当等を除いたもの）で算出している。

　　　　計算したものである。

      ３　国家公務員欄における「平均給料月額」及び「平均給与月額（国比較ベース）」の括弧書きは、　　　　 

　　　　給与改定・臨時特例法による給与減額措置がないとした場合の値（減額前）である。

（2) 職員の初任給の状況（２５年４月１日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

（注）　国家公務員欄における括弧書きは、給与改定・臨時特例法による給与減額措置がないとした場合
　　　の値（減額前）である。

（3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（２５年４月１日現在）

円 円 円

円 円 円

42.4 303,724

-137,200

172,200

国

平均給与月額

高　校　卒 140,100 142,700
133,418

（140,100）
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東京都

経験年数１０年～１４年
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高　校　卒
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-

経験年数２０年～２７年区　　　　分

三宅村
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類似団体
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国 43.1 歳 円 円
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３　一般行政職の級別職員数等の状況

（1) 一般行政職の級別職員数及び給料表の状況（２５年４月１日現在）

（注）１　三宅村の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。

      ２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。

  

（2) 昇給への勤務成績の反映状況

　 1.勤務成績の評定の実施状況

地方公務員法第４０条に基づき、毎年９月１日を評定日として職員に対して勤務成績の評定を実施。

２．昇給への勤務成績の反映状況

昇給対象者への勤務成績の反映を実施しています。

　　　　　　　　％

　　　　　　　　％

　　　　　　　　％
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　　　　　　　　円
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　　　　　　　　円

最高号給の
給料月額

区　　分 標準的な職務内容 職員数 構成比

　　　　　　　　円

261,900

　　　　　　　　円

１号給の
給料月額

　　　　　　　　％
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４　職員の手当の状況

（1) 期末手当・勤勉手当

千円 千円

（24年度支給割合） （24年度支給割合） （24年度支給割合）

期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　　  勤勉手当

 月分  月分  月分  月分  月分  月分

（ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

・役職加算　　　　　　5% ・職務段階別加算　　　3～20% ・役職加算　　　　　　5～20%

・管理職加算　　　　15% ・管理職加算　　　15～20% ・管理職加算　　　　10～25%

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合である。

【参考】勤勉手当への勤務実績の反映状況（一般行政職）

病気休暇や休職などの実績を支給額に反映させています。

現在のところ成績率には差を設けず、一律に支給しています。

（2) 退職手当（２５年４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

定年前早期退職特例措置　2％加算 ・定年前早期退職特例措置　2％～20％加算

１人当たり平均支給額　　　　 千円

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、24年度に退職した職員に支給された平均額である。

 (3) 地域手当

（２５年４月１日現在）

三宅村は対象地域がないため支給なし。

１人当たり平均支給額（24年度）

1.35

1.45 0.65

48.16

国

1,617

28.7875

46.55

2.60

東　　　　京　　　　都

24.00

2.60

0.65

38.95539.50

30.16

55.86

55.86

1.35

国

　　15～25%

54.46

54.46

-

23.03

6,657

―１人当たり平均支給額（24年度）

三　　　　　宅　　　　　村

32.16

1.45

55.86

32.83

1,054

1.35

-

54.46

三　　　　　　　　　　　宅　　　　　　　　　　　村

2.60
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 (4) 特殊勤務手当（２５年４月１日現在）

千円

　円

　％

種類

 (5) 時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（6) その他の手当（２５年４月１日現在）

円

円

円

円

円

219

平均支給年額

千円2,449

1,833

支給実績

13.7

支給職員１人当たり

千円

内容及び支給単価

支給対象
者、支給割
合が異なる

8,708

同

千円

手当の種類（手当数）

支 給 実 績 （ 23 年 度 決 算 ）

8,574

101,833

扶養親族を有する職員に
支給
配偶者　13,000円
配偶者以外の扶養親族
各6,500円

１5歳から２２歳の子につ
いての加算　5,000円

19,092

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 23 年 度 決 算 ）

18,391

2～10kmの
区分

左記職員に対する支給単価

夜間看護手当

5,965

賃貸住宅（支給限度額）
27,000円

国の制度と
手　当　名

174,914

84,011

宿直勤務又は日直勤務
をした場合に支給　4,200
円

管理又は監督の地位に
ある職員について、その
職務の特殊性に基づき
支給
課長級　基本給×１５％

扶養手当

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 24 年 度 決 算 ）

住居手当

異

異

同

通勤手当

管理職手当

通勤のため自動車等交
通用具使用を常例とする
職員に支給
・交通機関利用者（支給
限度額） 55,000円
・交通用具利用者
通勤距離に応じて
3,000円～12,000円

支給職員１人当たり平均支給年額（24年度決算）

職員全体に占める手当支給職員の割合（24年度）

国の制度
との異同 （24年度決算）

支給実績（24年度決算）

支 給 実 績 （ 24 年 度 決 算 ）

211

異なる内容

同

1,847宿日直手当 千円

千円

（24年度決算）

214,351

手当の名称

伝染病防疫作業従事職員特
別手当

行旅病人、同死亡人取扱作
業従事職員特別手当

4

救急業務従事職員特別手当

伝染病が発生、または発生の恐れの
ある場合の防疫作業に従事したとき

行旅病人、同死亡人の取扱作業に従
事したとき

午後１０時から午前５時までの間にお
いて行われる看護師の業務

消防職員が救急業務に従事したとき

主な支給対象業務主な支給対象職員

一般職

一般職

看護師

消防士

日額500円

日額　病人300円
　　　　死亡500円

日額5,200円

１回200円

669,850

35,522
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６　特別職の報酬等の状況（２５年４月１日現在）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

月分

月分

　　 （算定方式） （１期の手当額） （支給時期）

710,000円×在職年数×4.0

630,000円×在職年数×3.0

(注）１　給料及び報酬の（　）内は、減額措置を行う前の金額である。                         
     ２　退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期（４年＝４８月）     
           勤めた場合における退職手当の見込額である。                                 

７　職員数の状況

（1)部門別職員数の状況と主な増減理由
（各年４月１日現在）

（注）１　職員数は一般職に属する職員数である。
　　　２　[     ]内は、条例定数の合計である。
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手
当

区 分

2.95

村 長

　　（22年度支給割合）

村 長

6

議 長

副 議 長

66

給 料 月 額 等

-2

議 員

土木

普
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14
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0

（参考）類似団体における最高／最低額

230,400
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705,000
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（2)年齢別職員構成の状況（２５年４月１日現在）

　

（3)職員数の推移

（注）１　各年における定員管理調査において報告した部門別職員数。
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～
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